車検整備契約書

依頼者　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、バイクショップ　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、甲が所有又は適法に使用する二輪自動車について、乙が行う自動車検査登録制度に対応するための点検、整備、部品交換、検査手続その他これらに付随する業務について、次のとおり車検整備契約（以下「本契約」という。）を締結する。

[bookmark: _nsadhfb9q1n8]第1条（目的）
本契約は、甲が乙に依頼する二輪自動車の車検に伴う点検、整備、修理、部品交換及び検査手続等の内容、費用、責任範囲その他必要な事項を定め、甲乙間の権利義務を明確にすることを目的とする。

[bookmark: _2rykvdrjvlw]第2条（対象車両）
本契約の対象となる車両（以下「対象車両」という。）は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	メーカー
	

	車名・型式
	

	登録番号
	

	車台番号
	

	初度登録年月
	年　　　月

	総排気量
	cc

	走行距離
	km

	車検満了日
	年　　　月　　　日



[bookmark: _bkvk6wk6g96z]第3条（委託業務の内容）
1. 甲は乙に対し、対象車両について、次に掲げる業務の全部又は甲乙間で合意した一部を委託し、乙はこれを受託する。
(1) 車検に必要となる点検及び整備
(2) 不具合箇所の確認及び診断
(3) 消耗品及び部品の交換
(4) 検査に必要な調整及び整備
(5) 継続検査その他必要な検査手続
(6) 自動車重量税、自賠責保険料その他法定費用に関する手続
(7) 前各号に付随する業務
2. 具体的な整備内容は、本契約書、見積書、整備内容確認書その他甲乙間で合意した書面又は電磁的方法による記録により定める。

[bookmark: _a6l1x3a57r8]第4条（入庫時の確認）
1. 乙は、対象車両の入庫時に、合理的に確認可能な範囲で外観、走行距離、燃料残量、装備品、改造箇所及び主要な不具合等を確認する。
2. 甲は、対象車両について把握している故障、不具合、事故歴、改造内容、警告灯の点灯その他車検又は整備に影響する事項がある場合、あらかじめ乙に申告するものとする。
3. 甲が前項の事項を申告しなかったことにより追加作業、検査不合格その他の問題が生じた場合、甲乙協議のうえ必要な対応を行う。

[bookmark: _6id651vcf3np]第5条（見積り）
1. 乙は、対象車両の状態を確認したうえで、可能な範囲において車検整備に要する費用の見積りを甲に提示する。
2. 見積金額は、入庫時に確認可能な状態を前提として算定するものとし、分解又は詳細な点検を行わなければ確認できない不具合等については、見積りに含まれない場合がある。
3. 見積書に有効期限が記載されている場合、その期間経過後は、部品価格、法定費用その他の変更により見積金額が変更されることがある。

[bookmark: _9ce316o7r73g]第6条（追加整備及び追加費用）
1. 点検又は整備の過程において、当初予定していなかった不具合、損傷、摩耗その他車検の実施又は安全な走行のために追加整備が必要であることが判明した場合、乙は甲にその内容及び概算費用を説明するものとする。
2. 乙は、原則として甲の承諾を得たうえで追加整備又は部品交換を行う。
3. ただし、甲と連絡が取れず、かつ、あらかじめ甲が一定金額の範囲内で追加整備を承諾している場合は、その範囲内で乙が必要な作業を実施することができる。
追加整備事前承諾上限額：金　　　　　　　　　円（税込）
4. 安全上重大な問題がある場合、乙は甲に対し当該箇所の整備又は部品交換を提案することができる。

[bookmark: _bprqb32rekh3]第7条（車検の合格）
1. 甲は、乙による点検又は整備を実施したことのみをもって、対象車両が必ず検査に合格することを保証するものではないことを確認する。
2. 検査の結果、不適合箇所が指摘された場合、乙は甲にその内容を説明し、必要に応じて追加整備、再検査その他の対応を行う。
3. 前項の追加整備、部品交換又は再検査等に別途費用が発生する場合、甲乙協議のうえその負担を定める。

[bookmark: _eficl68iiat2]第8条（改造車両等の取扱い）
1. 対象車両に社外マフラー、灯火類、ハンドル、ミラー、フェンダー、サスペンションその他純正仕様と異なる部品又は改造がある場合、乙は必要に応じて保安基準への適合状況を確認する。
2. 改造内容等により検査を受けることが困難である場合、乙は甲に対し、純正部品への復元、部品交換その他必要な対応を求めることができる。
3. 前項の対応に必要となる部品代、工賃その他の費用は、乙の責めに帰すべき事由による場合を除き、甲の負担とする。
4. 甲が必要な復元又は整備を承諾しない場合、乙は車検業務の全部又は一部を中止することができる。

[bookmark: _9exh4e170kui]第9条（部品及び消耗品）
1. 整備に使用する部品について、純正部品、社外部品、再生部品その他の指定がある場合は、甲乙協議のうえ決定する。
2. 部品の供給状況、廃番、納期その他の事情により当初予定した部品を使用できない場合、乙は甲に説明したうえで代替部品を提案することができる。
3. 交換により取り外した部品について、甲が返却を希望する場合は、作業完了までに乙へ申し出るものとする。ただし、法令、メーカーの保証制度、リビルト部品の返却条件その他の事情により返却できないものについては、この限りでない。

[bookmark: _6azojybnwxgg]第10条（整備料金及び法定費用）
本契約に基づく料金等は、次のとおりとする。
	項目
	金額・条件

	車検基本料金
	金　　　　　　　　　円（税込）

	点検・整備料金
	金　　　　　　　　　円（税込）

	部品・消耗品代
	金　　　　　　　　　円（税込）

	検査・手続費用
	金　　　　　　　　　円（税込）

	法定費用
	金　　　　　　　　　円

	その他
	金　　　　　　　　　円（税込）

	合計予定額
	金　　　　　　　　　円



[bookmark: _8t4mfhkywboa]第11条（支払方法）
1. 甲は、乙に対し、本契約に基づく整備料金、部品代、法定費用その他の費用を、甲乙間で合意した方法により支払う。
2. 支払条件は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	支払方法
	□ 現金　□ クレジットカード　□ 銀行振込　□ その他（　　　　　　）

	支払時期
	□ 入庫時　□ 作業完了時　□ 車両引渡時　□ その他（　　　　　　）

	前受金
	金　　　　　　　　　円

	その他条件
	


3. 銀行振込による場合の振込手数料は、別段の合意がない限り甲の負担とする。

[bookmark: _5b49u958n6au]第12条（自賠責保険及び法定費用）
1. 甲は、車検に必要となる自動車重量税、自動車損害賠償責任保険料、検査手数料その他の法定費用を負担する。
2. 法定費用が法令改正その他の理由により変更された場合、甲は変更後の金額を負担する。
3. 乙が甲に代わり法定費用を立て替える場合、甲は乙の指定する時期までに当該金額を支払うものとする。

[bookmark: _oqfuz9j627un]第13条（作業期間）
1. 車検整備の予定期間は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	入庫予定日
	年　　　月　　　日

	作業開始予定日
	年　　　月　　　日

	完了予定日
	年　　　月　　　日

	引渡予定日
	年　　　月　　　日


2. 
前項の日程は予定であり、追加整備、部品の入荷遅延、検査機関の混雑、天候、災害その他やむを得ない事情により変更される場合がある。
3. 乙は、相当程度の遅延が見込まれる場合、合理的に可能な範囲で甲にその旨を連絡する。

[bookmark: _6yyc59op4o2s]第14条（車両の保管）
1. 乙は、対象車両を預かっている期間中、通常求められる注意をもって保管する。
2. 地震、台風、洪水その他の天災地変、第三者による犯罪行為その他乙の責めに帰することのできない事由により対象車両に損害が生じた場合、乙は自己の責任の範囲を超えて責任を負わない。
3. 甲は、現金、貴重品、電子機器その他必要のない物品を対象車両に残さないものとする。

[bookmark: _j1agrxl0ep4m]第15条（試運転及び車両移動）
1. 甲は、乙が点検、故障診断、整備確認、検査、運輸支局等への持込みその他本契約の履行に必要な範囲で対象車両を運転し、又は移動させることを承諾する。
2. 乙は、前項の運転又は移動を業務上必要な範囲に限定するものとする。
3. 乙の責めに帰すべき事由により試運転又は移動中に対象車両を損傷した場合、乙はその責任に応じて必要な対応を行う。

[bookmark: _4hsuliquzvau]第16条（作業中に発見された不具合）
1. 分解、点検又は整備の過程で、事前に確認することが困難であった故障、腐食、固着、亀裂、摩耗、劣化その他の不具合が発見された場合、乙は合理的に可能な範囲で甲にその旨を説明する。
2. 当該不具合により当初予定した方法で作業を継続することが困難な場合、甲乙は、作業内容、追加費用及び作業期間について協議する。
3. 経年劣化又は既存の損傷等により、通常の整備作業に伴って部品等の交換が必要となった場合についても、前項と同様とする。

[bookmark: _fn8sw7s035rq]第17条（整備後の保証）
1. 乙が実施した整備又は交換した部品について保証を設ける場合、その保証期間、保証対象及び保証条件は、保証書、整備明細書その他乙が交付する書面等による。
2. 次に掲げる事由による故障又は不具合については、乙の責めに帰すべき事由がある場合を除き、保証の対象外とすることができる。
(1) 通常の使用に伴う消耗又は経年劣化
(2) 事故、転倒又は外部からの衝撃
(3) 甲又は第三者による改造、分解又は整備
(4) 指定外の部品、油脂類その他の使用
(5) 過酷な使用その他通常想定される使用条件を著しく超える使用
(6) 天災地変その他乙の責めに帰することのできない事由
3. メーカー又は部品供給元が独自に保証条件を定めている部品については、当該保証条件が適用される場合がある。

[bookmark: _nsdcdlia4dfd]第18条（車検後の車両状態）
1. 車検は、検査時点において法令上必要となる基準への適合性を確認するものであり、車検に合格したことをもって、その後の一定期間における対象車両の故障の不存在又は安全性を無条件に保証するものではない。
2. 甲は、車検後も対象車両の日常点検及び適切な維持管理を行うものとする。
3. 乙が整備時に将来的な交換又は修理を推奨した箇所について、甲が整備を希望しなかった場合、甲は当該箇所の状態を理解したうえで対象車両を使用するものとする。

[bookmark: _sbukrhbtubfz]第19条（契約内容の変更）
本契約締結後に整備内容、使用部品、料金、作業期間その他の重要事項を変更する場合、甲乙は書面、電子メールその他記録に残る方法により変更内容を確認するものとする。

[bookmark: _3ghdt9qm74kp]第20条（キャンセル）
1. 甲が車検整備をキャンセルする場合、速やかに乙へ通知するものとする。
2. キャンセル時点ですでに点検、分解、整備、部品発注、検査手続その他の業務が実施されている場合、甲は、実施済みの作業料金、発注済みで返品できない部品代その他乙に現実に生じた合理的な費用を負担する。
3. キャンセルに伴う費用について別途事前に合意がある場合は、その定めに従う。

[bookmark: _6has9pnietkz]第21条（引渡し）
1. 乙は、車検整備及び必要な手続が完了した後、甲にその旨を連絡し、対象車両を引き渡す。
2. 甲は、引渡しの際、可能な範囲で対象車両の状態及び整備内容を確認するものとする。
3. 甲が正当な理由なく乙から通知された引渡予定日を経過しても対象車両を引き取らない場合、乙は、事前に甲へ通知したうえで、合理的な保管料を請求することができる。

[bookmark: _k7bnmdngydm1]第22条（契約の解除）
1. 甲又は乙が本契約に違反し、相手方が相当の期間を定めて是正を求めたにもかかわらず、当該期間内に是正されない場合、相手方は本契約の全部又は一部を解除することができる。
2. 甲が必要な整備を拒否し、法令上又は安全上、乙が車検業務を継続することが困難と合理的に判断した場合、乙は本契約の全部又は一部を終了することができる。
3. 契約終了までに乙が実施した作業及び発生した合理的な費用については、甲乙間で精算するものとする。

[bookmark: _l8xt6t9p5mxr]第23条（損害賠償）
甲又は乙が、自己の責めに帰すべき事由により本契約に違反し、相手方に損害を与えた場合、当該当事者は、その責任の範囲に応じて相手方に生じた損害を賠償するものとする。

[bookmark: _st1xmh4mn796]第24条（反社会的勢力の排除）
1. 甲及び乙は、自ら及びその関係者が暴力団、暴力団員その他これらに準ずる反社会的勢力に該当せず、かつ、これらと社会的に非難されるべき関係を有していないことを表明する。
2. 相手方が前項に違反したことが判明した場合、相手方は催告を要することなく本契約を解除することができる。

[bookmark: _kxkmssgtwp39]第25条（個人情報の取扱い）
乙は、本契約の履行に伴い取得した甲の氏名、住所、連絡先、車両情報その他の個人情報を、車検整備、検査手続、連絡、代金請求その他本契約の履行に必要な範囲で取り扱い、法令及び乙のプライバシーポリシー等に従って適切に管理する。

[bookmark: _9l0tnxfopjxg]第26条（協議事項）
本契約に定めのない事項又は本契約の解釈について疑義が生じた場合、甲乙は関係法令及び取引慣行を踏まえ、誠意をもって協議し、解決するものとする。

[bookmark: _dlmrlr38cohe]第27条（準拠法及び合意管轄）
1. 本契約は、日本法に準拠し、日本法に従って解釈される。
2. 本契約に関して訴訟の必要が生じた場合、甲乙が別途合意した地方裁判所又は簡易裁判所を第一審の合意管轄裁判所とする。

以上、本契約締結の証として本書を作成し、甲乙が署名又は記名押印のうえ各自保有する。なお、電磁的方法により本契約を締結する場合は、各当事者がその電磁的記録を保管する。

　　　　年　　　月　　　日

甲（依頼者）
住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙（バイクショップ）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

店舗名・会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　
